
国 東 市 民 病 院 事 業 特 別 会 計



議案第　１７　号

（総　則）

第１条　令和５年度国東市民病院事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　業務量

イ　病床数 １９９ 床

　　　　　　　一般病床 ９４ 床

　　　　　　　地域包括ケア病床 ５１ 床

　　　　　　　回復期型病床 ５０ 床

　　　　　　　感染症病床 ４ 床

ロ　年間延患者数

　　　　　　　入院患者数 ５８,５６０ 人

　　　　　　　外来患者数 ６３,１８０ 人

ハ　１日平均患者数

　　　　　　　入院患者数 １６０ 人

　　　　　　　外来患者数 ２６０ 人

　⑵　建設改良事業の概要

イ　器械備品購入費 １２３,４６０ 千円

ロ　車両購入費 ３,０８０ 千円

ハ　システム開発費 ２７,７９０ 千円

令和５年度　国東市民病院事業特別会計予算
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（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款　病院事業収益 ４,１９７,０６０ 千円

　　第１項　医業収益 ３,５６９,２１４ 千円

　　第２項　医業外収益 ５２５,５５９ 千円

　　第３項　付帯事業訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ収益 ６３,７００ 千円

　　第４項　付帯事業居宅介護保険ｾﾝﾀｰ収益 ３,３００ 千円

　　第５項　特別利益 ３５,２８７ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　病院事業費用 ４,３７７,５２６ 千円

　　第１項　医業費用 ４,２３１,００５ 千円

　　第２項　医業外費用 ５２,５３１ 千円

　　第３項　付帯事業訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ費用 ７４,６３０ 千円

　　第４項　付帯事業居宅介護保険ｾﾝﾀｰ費用 ９,３６０ 千円

　　第６項　予備費 １０,０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４２４，８３２千円は

　過年度分損益勘定留保資金３８２，６２２千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１４，０３０千円、建設改良

　積立金２８，１８０千円で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款　資本的収入 １２６,１５０ 千円

　　第１項　企業債 １２３,４００ 千円

　　第４項　他会計補助金 ２,７５０ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　資本的支出 ５５０,９８２ 千円

　　第１項　建設改良費 １５４,３３０ 千円

　　第２項　企業債償還金 ３９１,６５２ 千円

　　第３項　予備費 ５,０００ 千円
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（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

６１,７００千円

６１,７００千円

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　⑴　各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　⑴　職員給与費 ２,６４１,６７０ 千円

　⑵　交際費 １,０００ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　病院運営助成及び施設整備のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３７，９７４千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、６２４，８９０千円と定める。

起債の目的

　病院事業債
　　　医療機器購入事業

証書借入

　　５．０％以内

(ただし、利率見直し
方式で借り入れるも
のについては、利率
見直し後の利率)

借入先の貸付条件に
よる。ただし、財政
上の都合等により据
置期間及び償還期限
を短縮し、または繰
上償還もしくは低利
に借り換えることが
できる。

　過疎対策事業債
　　　医療機器購入事業
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（重要な資産の取得及び処分）

第１１条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

　１　取得する資産

数　　　量

一式

一式

一式

一式

一式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年　３月１３日　　提　　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国東市長　　松　井　督　治

種　　　類 名　　　称

器械備品 透析液供給装置

器械備品

器械備品

麻酔器

透析用水処理装置

器械備品 心臓超音波検査装置

器械備品 高圧蒸気滅菌装置
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予算に関する説明書

１ 令和５年度　国東市民病院事業特別会計予算実施計画 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 頁

２ 令和５年度　国東市民病院事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・・ ８ 頁

３ 給与費明細書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 頁

４ 債務負担行為に関する調書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 頁

５ 令和５年度　国東市民病院事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 頁

６ 令和４年度　国東市民病院事業特別会計予定損益計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 頁

７ 令和４年度　国東市民病院事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 頁

８ 注記 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 頁

参考資料

１ 令和５年度　国東市民病院事業特別会計予算実施計画明細書 ・・・・・・・・・・・・・ ２５ 頁



(単位：千円)

予定額 備　考

1 病院事業収益 4,197,060

1 医業収益 3,569,214

1 入院収益 2,648,010

2 外来収益 762,304

3 その他医業収益 158,900

2 医業外収益 525,559

1 受取利息及び配当金 5,186

2 他会計負担金 182,839

3 国（県）補助金 4,059

4 他会計補助金 35,224

5 長期前受金戻入 68,669

6 資本費繰入収益 221,482

8 その他医業外収益 8,100

3 付帯事業 63,700

訪問看護ステーション収益 1 訪問看護収益 63,000

2 その他事業収益 700

4 付帯事業 3,300

居宅介護保険センター収益　 1 居宅介護支援収益 3,300

5 特別利益 35,287

2 過年度損益修正益 35,287

令和５年度　国東市民病院事業特別会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
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(単位：千円)

予定額 備　考

1 病院事業費用 4,377,526

1 医業費用 4,231,005

1 給与費 2,557,680

2 材料費 610,700

3 経費 738,480

4 減価償却費 317,105

5 資産減耗費 400

6 研究研修費 6,640

2 医業外費用 52,531

1 支払利息及び企業債取扱諸費 23,501

4 その他医業外費用 1,000

5 消費税 14,000

6 雑支出 14,030

3 付帯事業 74,630

訪問看護ステーション費用 1 給与費 74,630

4 付帯事業 9,360

居宅介護保険センター費用　 1 給与費 9,360

6 予備費 10,000

1 予備費 10,000

支　　　出

款 項 目
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(単位：千円)

予定額 備　考

1 資本的収入 126,150

1 企業債 123,400

1 企業債 123,400

4 他会計補助金 2,750

1 他会計補助金 2,750

(単位：千円)

予定額 備　考

1 資本的支出 550,982

1 建設改良費 154,330

2 器械備品購入費 123,460

3 車両購入費 3,080

4 システム開発費 27,790

2 企業債償還金 391,652

1 企業債償還金 391,652

3 予備費 5,000

1 予備費 5,000

款 項 目

支　　　出

款 項 目

収　　　入

資本的収入及び支出
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(単位：千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（または損失） △ 180,466

減価償却費 317,105

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 35,287

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,980

長期前受金戻入額 △ 68,669

資本費繰入収益額 △ 221,482

受取利息及び配当金 △ 5,186

支払利息及び企業債取扱諸費 23,993

未収金の増減額（△は増加） △ 109,619

未払金の増減額（△は減少） 4,710

未払消費税の増減額（△は減少） 130

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 13,780

その他流動負債の増減額（△は減少） 4,446

小計 △ 272,125

利息及び配当金の受取額 5,186

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 23,993

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 290,932

令和５年度　国東市民病院事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書　(間接法)

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)
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(単位：千円)

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 115,035

無形固定資産の取得による支出 △ 25,263

一般会計からの繰入金による収入（資本費繰入収益） 221,482

投資活動によるキャッシュ・フロー 81,184

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 123,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 391,652

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 268,252

資金増加額（又は減少額） △ 478,000

資金期首残高 1,093,000

資金期末残高 615,000
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１　総括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

1 285
(53)

1 301
(24)
△ 16

(29)

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、短時間勤務職員について外書

区 分
扶養手当

　　　(千円)
住居手当

　　　(千円)
通勤手当
　　(千円)

 時間外勤務
手当 (千円)

児童手当
　　(千円)

管理職手当
　　(千円)

期末勤勉手当
　　(千円)

宿日直手当
　　(千円)

特殊勤務手当
　　　(千円)

夜間勤務手当
　　　(千円)

本年度 22,170 11,700 37,700 65,260 14,810 14,350 440,150 25,000 145,330 14,820
前年度 21,710 11,170 36,070 50,100 17,610 14,370 405,250 24,840 140,070 13,470

比　較 460 530 1,630 15,160 △ 2,800 △ 20 34,900 160 5,260 1,350

区 分
その他手当
　　　(千円)

本年度 21,300
前年度 15,820

比　較 5,480

ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

1 270
(4)

1 261
(5)
9

(△ 1)

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、再任用短時間勤務職員について外書

区 分
扶養手当

　　　(千円)
住居手当

　　　(千円)
通勤手当
　　(千円)

 時間外勤務
手当 (千円)

児童手当
　　(千円)

管理職手当
　　(千円)

期末勤勉手当
　　(千円)

宿日直手当
　　(千円)

特殊勤務手当
　　　(千円)

夜間勤務手当
　　　(千円)

本年度 22,170 11,700 32,530 62,790 14,810 14,350 416,710 25,000 140,410 13,970
前年度 21,710 11,170 31,160 48,160 16,830 14,370 386,780 24,840 131,600 12,700

比　較 460 530 1,370 14,630 △ 2,020 △ 20 29,930 160 8,810 1,270

区 分
その他手当
　　　(千円)

本年度 21,300
前年度 15,810

比　較 5,490

給　与　費　明　細　書

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円) (千円)

2,641,670

前年度 144,500 1,112,590 750,480 2,007,570 497,340 2,504,910

本年度 108,000 1,191,420 812,590 2,112,010 529,660

(千円)

本年度 108,000 1,071,140 775,740 1,954,880 489,310 2,444,190

136,760

手当の
内　訳

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円)

比　較 △ 36,500 78,830 62,110 104,440 32,320

2,323,140

比　較 △ 36,500 60,420 84,530 121,050

前年度 144,500 1,010,720 715,130 1,870,350 452,790

手当の
内　訳
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イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

15
(49)
40

(19)
△ 25

(30)

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書

区 分
扶養手当

　　　(千円)
住居手当

　　　(千円)
通勤手当
　　(千円)

 時間外勤務
手当 (千円)

児童手当
　　(千円)

管理職手当
　　(千円)

期末勤勉手当
　　(千円)

宿日直手当
　　(千円)

特殊勤務手当
　　　(千円)

夜間勤務手当
　　　(千円)

本年度 5,170 2,470 23,440 4,920 850
前年度 4,910 1,940 780 18,470 8,470 770

比　較 260 530 △ 780 4,970 △ 3,550 80

区 分
その他手当
　　　(千円)

本年度
前年度 10

比　較 △ 10

２　給料及び手当の増減額の明細

2,600
21,800

54,430

9,000

53,110

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当り給与

医師 医療技術員 看護師 行政職 技能労務職
635,521 286,880 316,131 319,626 267,338

1,337,381 338,175 406,814 385,841 315,594
43.2 34.4 39.8 40.5 44.7

643,124 283,131 317,653 324,096 280,367
1,244,744 330,887 377,465 376,673 318,158

44.7 34.1 40.3 41.7 45.6

　(2) 初任給

医師 医療技術員 看護師 行政職 技能労務職
医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 行政職（1） 行政職（2） 一般行政職(円) 技能労務職(円)

高校卒 158,900 156,800 158,900 156,800
2年生卒 209,100
3年生卒 190,700 216,000

大学卒 507,000 199,500 224,100 191,700 191,700

一般会計の制度
区　分

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円) (千円)

197,480

前年度 101,870 35,350 137,220 44,550 181,770

本年度 120,280 36,850 157,130 40,350

15,710

手当の
内　訳

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　明 備　考
(千円) (千円)

比　較 18,410 1,500 19,910 △ 4,200

①正職員8名増（医師5名、看護師2名、
事務1名、技能労務1名）②約850万円増

手　当 62,110

制度改正に伴う増減分 ①給与改定 ①賞与4.3月→4.4月

そ の 他 の 増 減 分

①医師5名増等による時間外手当の増加
②看護職員処遇改善手当等による特殊勤務手当の増加
③自治医出身医師増員による地域手当・初任給調整手当等のその
他手当の増加
④職員数の変動等による増減分

①約1,500万円増
②約530万円増
③約550万円増

給　料 78,830

給与改定に伴う増減分
昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分
①職員数の変動等による増減分
②会計年度任用職員の給与の見直しに係る増加分

区　分

令和5年1月1日現在
　平均給料月額　(円)
  平均給与月額　(円)
  平 均 年 齢   (歳)

令和4年1月1日現在

  平均給料月額　(円)
  平均給与月額　(円)

  平 均 年 齢   (歳)
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　(3) 級別職員数        

級 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)
７  級 3 10.7
６  級 3 3.3 2 1.8 2 7.1
５  級 20 21.7 7 6.4 4 14.3
４  級 3 15.8 12 13 52 47.3 5 17.9 6 66.7
３  級 8 42.1 (1)20 (100)21.7 (3)21 (100)19.1 8 28.6 1 11.1
２  級 3 15.8 19 20.7 28 25.4 6 21.4
１  級 5 26.3 18 19.6 2 22.2
計 19 100 (1)92 (100)100 (3)110 (100)100 28 100 9 100

７  級 2 7.7
６  級 4 4.5 2 1.8 2 7.7
５  級 17 19.1 8 7.1 5 19.2
４  級 2 11.8 14 15.7 54 47.8 5 19.2 6 66.7
３  級 7 41.2 (1)21 (100)23.6 (4)24 (100)21.2 9 34.6 1 11.1
２  級 3 17.6 18 20.2 25 22.1 3 11.6
１  級 5 29.4 15 16.9 2 22.2

計 17 100 (1)89 (100)100 (4)113 (100)100 26 100 9 100
(　　)内は、再任用短時間勤務職員で外数

　(級別の基準となる職務)
区　分 １ 級 ７ 級

医師

医療技師 薬局総括師長

総括技師
（技士）長
副診療技術部

長

准看護師

行政職（1） 主事 事務長、課長

行政職（2）
定期的な業務を
行う技能労務職
員

　(4) 昇給

合　計 医師 医療技術員 看護師 行政職 技能労務職
267 22 95 111 30 9
246 22 93 98 26 7
7 2 3 2
14 14
225 6 93 95 26 5

92.1 100.0 97.9 88.3 86.7 77.8
258 17 95 109 29 8
238 17 93 97 26 5
3 2 1
8 8

227 7 93 96 26 5

92.2 100.0 97.9 89.0 89.7 62.5

主任の技能労務職又は高度の技
能又は経験を必要とする技能労

務職員

区　分

本年度

職　　員　　数　(Ａ)(人)
昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

号給数別内訳

２号給(人)
３号給(人)
４号給(人)
６号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％)

困難な業務を行う看護師、保健
師、助産師

副看護部長 相当困難な業務を行う看護師長

相当困難な業務を行う准看護師
相当困難な業務を行う保健師、

助産師

主任 主査 副主幹 主幹 事務長、課長、課長補佐

相当困難な業務を行う医療技師 主任薬剤師
技師（技士）長又は
総括技師（技士）長

主任医療技師 副診療技術部長

看護師、保健師、助産師
比較的困難な業務を行う看護

師、保健師、助産師
主任看護師又は看護副師長 看護師長 看護部長又は副看護部長

院長

困難な医療業務を行う医師 困難な医療業務を行う医長

相当高度の知識経験に基づき困
難な医療業務を行う医師

薬剤師 比較的困難な業務を行う薬剤師 困難な業務を行う薬剤師 相当困難な業務を行う薬剤師 薬局長又は薬局総括師長

行政職（2）

医療職（1）

区　分

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 行政職（1）

２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級

医長 部長 院長及び副院長

医療職（2）

医療職（3）

２号給(人)

比較的困難な業務を行う医療技
師

困難な業務を行う医療技師

比較的困難な業務を行う准看護
師

困難な業務を行う准看護師

技能又は経験を必要とする技能
労務職員

相当の技能又は経験を必要とす
る技能労務職員

前年度

職　　員　　数　(Ａ)(人)
昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

号給数別内訳
３号給(人)
４号給(人)
６号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％)
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　(5) 特殊勤務手当       

医師 医療技術員 看護師 行政職 技能労務職 再任用職員 会計年度任用職員

3.9 0.4 2.3 0.1 0.1 0.1 0.4

5.8 28.3 33.2 8.3 2.5 2.5 19.4

研究手当 資格手当 夜間看護手当 研修参加手当 夜間看護手当 夜間看護手当 夜間看護手当

　(6) 期末手当・勤勉手当

(　)内は、再任用職員の標準的な支給率

　(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
退職時
特別昇給

備  考

支給率等 無 R5.1.1現在

一般会計の制度
(支給率等)

同　上 同　上

　(8) その他の手当

支給率計
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備  考

６月(月分) １２月(月分) (月分)

本年度
2.200 2.200 4.400

有
(1.175) (1.175) (2.350)

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

前年度

区  分 全職種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ ) 7.3

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 令 和 5 年 1 月 1 日 現 在 )

100.0

区  分
支給期別支給率

2.150
(1.175) (1.175)

有

4.4002.250

２０年勤続の者(月分) ２５年勤続の者(月分) ３５年勤続の者(月分) 最高限度(月分) そ の 他 の加算措置等

定年前早期退職者特例措置
(２～４５％加算)

(1.175) (1.175) (2.350)

有
(2.350)

一般会計の制度
2.200 2.200 4.400

同　上

区　分 一般会計の制度との異同

同　上 同　上

24.586875 33.27075 47.709

通　勤　手　当 同 医療職給料表（一）適用者のみ上限延長

扶　養　手　当 同 -

住　居　手　当 同 -

47.709

同　上 同　上

差異の内容
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(単位：千円)

期　間 金　額 期　間 金　額 企　業　債 国庫補助金 一般財源

給食調理業務委託経費
（令和２年度分）

396,000
令和３年度から
令和４年度まで

258,000 令和５年度 限度額に同じ 全　額

債務負担行為に関する調書

事　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳
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(単位：千円)

１
(1)

イ 149,894
ロ 5,283,245

△ 1,927,024 3,356,221
ハ 247,501

△ 113,595 133,906
ニ 1,604,062

△ 1,162,168 441,894
ホ 15,846

△ 10,034 5,812
ト

4,087,727
(2)

イ 0
ロ 228
ハ 166,242

166,470
(3)

イ 220,000
ロ 1,500,000

1,720,000
5,974,197

２
(1) 615,000
(2) 623,342
(3) 36,500

1,274,842
7,249,039

未 収 金

シ ス テ ム 開 発 費
水 道 加 入 権

貯 蔵 品
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

長 期 運 用 委 託 金
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

定 期 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
器 械 備 品
減 価 償 却 累 計 額
車 両
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

土 地

令和５年度　国東市民病院事業特別会計予定貸借対照表
(令和6年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
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(単位：千円)

３
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 2,047,291
2,047,291

(2)
イ 退職給付引当金 1,232,751

1,232,751
3,280,042

４
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 374,174
374,174

(2) 132,210
(3) 8,450
(4) 18,220
(5)

イ 149,770
ロ 29,290

179,060
712,114

５
1,972,874

△ 599,107
1,373,767
5,365,923

引 当 金

引 当 金 合 計

未 払 消 費 税
預 り 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

引 当 金

負　債　の　部

固 定 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金

- 16 -

- 16 -



(単位：千円)

６
(1) 3,024,777

3,024,777

７
(1)

イ 2,652
2,652

(2)
イ 建設改良積立金 36,125
ロ 当年度未処理欠損金 △ 1,180,438

△ 1,144,313
△ 1,141,661

1,883,116
7,249,039

自 己 資 本 金
資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金

資　本　の　部

資 本 金
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(消費税抜き)(単位：千円)
１

(1) 2,400,743
(2) 736,330
(3) 157,372 3,294,445

２
(1) 2,395,240
(2) 548,500
(3) 620,657
(4) 307,474
(5) 3,468
(6) 4,282 3,879,621

 585,176

３
(1) 14,206
(2) 186,331
(3) 694,962
(4) 37,733
(5) 65,987
(6) 219,157
(7) 7,450 1,225,826

４
(1) 28,908
(2) 1,000
(3) 15,000
(4) 114,424 159,332 1,066,494

５ 付帯事業訪問看護ステーション収益
(1) 62,180
(2) 636 62,816

６ 付帯事業訪問看護ステーション費用
(1) 70,863 70,863  8,047給 与 費

資 産 減 耗 費

外 来 収 益

医 業 損 失

医 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入
資 本 費 繰 入 収 益
そ の 他 医 業 外 収 益

医 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

国 （ 県 ） 補 助 金
他 会 計 補 助 金

医 業 費 用
給 与 費
材 料 費
経 費
減 価 償 却 費

令和４年度　国東市民病院事業特別会計予定損益計算書
(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで)

医 業 収 益
入 院 収 益

そ の 他 医 業 収 益

訪 問 看 護 収 益
そ の 他 事 業 収 益

研 究 研 修 費

そ の 他 医 業 外 費 用
消 費 税
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７ 付帯事業居宅介護保険センター収益
(1) 3,362 3,362

８ 付帯事業居宅介護保険センター費用
(1) 9,199 9,199  5,837

467,434

９
(1) 58,460 58,460

１０
(1) 4,220 4,220 54,240

１１
(1) 10,000 10,000  10,000

511,674
 1,568,780

28,954
 1,028,152

給 与 費

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正

当 年 度 純 利 益

予 備 費
予 備 費

その他未処分利益剰余金変動額

居 宅 介 護 支 援 収 益

特 別 利 益

経 常 利 益
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(単位：千円)

１
(1)

イ 149,894
ロ 5,283,245

△ 1,810,717 3,472,528
ハ 247,501

△ 109,059 138,442
ニ 1,491,826

△ 1,088,789 403,037
ホ 13,046

△ 9,419 3,627
ト

4,167,528
(2)

イ 0
ロ 258
ハ 263,213

263,471
(3)

イ 220,000
ロ 1,500,000

1,720,000
6,150,999

２
(1) 1,093,000
(2) 513,723
(3) 22,720
(4) 1,800

1,631,243
7,782,242

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

立 替 金

シ ス テ ム 開 発 費
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

定 期 預 金
長 期 運 用 委 託 金

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金

水 道 加 入 権

貯 蔵 品

建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
器 械 備 品
減 価 償 却 累 計 額
車 両
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

土 地

令和４年度　国東市民病院事業特別会計予定貸借対照表
(令和5年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
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(単位：千円)

３
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 2,298,064
2,298,064

(2)
イ 退職給付引当金 1,268,039

1,268,039
3,566,103

４
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 391,652
391,652

(2) 127,500
(3) 8,350
(4) 18,290
(5)

イ 140,520
ロ 26,560

167,080
712,872

５
1,970,124

△ 530,439
1,439,685
5,718,660

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計
未 払 金
未 払 消 費 税

引 当 金
賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金 合 計

流 動 負 債
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(単位：千円)

６
(1) 3,024,777

3,024,777

７
(1)

イ 2,652
2,652

(2)
イ 建設改良積立金 64,305
ロ 当年度未処理欠損金 △ 1,028,152

△ 963,847
△ 961,195
2,063,582
7,782,242

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資　本　の　部

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

自 己 資 本 金
資 本 金 合 計

剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

　平成２６年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　　建物　　　　　　　　３９～５０年

　　構築物　　　　　　　１０～６０年

　　器械備品　　　　　　５～１５年

　　車両　　　　　　　　　　　５年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

　　電話加入権　　　　　　　　２０年

　　水道加入権　　　　　　　　２０年

　　システム開発費　　　　　　５～１０年

(2) 重要なリース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている｡
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２ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する額を計上している。

また、大分県退職手当組合への積立過不足額も含めて計上している。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

(3) 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は１，４５２，８６０千円である。
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収益的収入及び支出
収　　入

(単位：千円)

金　額
1 4,197,060 4,273,985 △ 76,925

1 医業収益 3,569,214 3,621,854 △ 52,640
1 入院収益 2,648,010 2,774,000 △ 125,990 1 入院収益 2,648,010 一般病床

診療実日数（日） 366
１日平均入院患者数（人） 75
年延入院患者数（人） 27,450
患者１人１日当り診療収入（円） 54,000
年間診療収入 1,482,300

地域包括ケア病床
診療実日数（日） 366
１日平均入院患者数（人） 43
年延入院患者数（人） 15,738
患者１人１日当り診療収入（円） 35,000
年間診療収入 550,830

回復期リハビリ病床
診療実日数（日） 366
１日平均入院患者数（人） 42
年延入院患者数（人） 15,372
患者１人１日当り診療収入（円） 40,000
年間診療収入 614,880

令和５年度　国東市民病院事業特別会計予算実施計画明細書

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分

病院事業収益

- 25 -

- 25 -



(単位：千円)

金　額
2 外来収益 762,304 690,434 71,870 1 外来収益 762,304 医科

診療実日数（日） 243
１日平均入院患者数（人） 248
年延入院患者数（人） 60,264
患者１人１日当り診療収入（円） 12,300
年間診療収入 741,247

歯科
診療実日数（日） 243
１日平均入院患者数（人） 12
年延入院患者数（人） 2,916
患者１人１日当り診療収入（円） 7,180
年間診療収入 20,937

移動診療
年間診療収入 120

3 その他医業収益 158,900 157,420 1,480 1 室料差額収益 21,500 特別個室・普通個室料金 21,500
2 公衆衛生活動収益 110,000 健康診断料

企業健診 5,500
人間ドック（一般） 7,700
人間ドック（共済） 12,400
人間ドック（国保） 38,250
人間ドック（協会けんぽ） 20,800
特定健診ほか 2,380

予防接種・心臓・乳幼児健診ほか 22,970
3 その他医業収益 27,400 産業医報酬 660

介護保険主治医意見書ほか 9,640
おむつ代・消耗品他 12,560
その他 4,540

比較
節

説　明
区　分

款　　項 目 本年度 前年度
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(単位：千円)

金　額
2 医業外収益 525,559 525,221 338

1 受取利息及び配
当金

5,186 4,619 567 1 預金利息 5,186 長期運用委託金運用利息他
5,186

2 他会計負担金 182,839 189,386 △ 6,547 1 他会計負担金 182,839 一般会計負担金 182,839
3 国（県）補助金 4,059 4,264 △ 205 1 国（県）補助金 4,059 へき地医療拠点病院運営費補助金 3,637

0 新人看護職員等研修費補助金 422
4 他会計補助金 35,224 35,424 △ 200 1 他会計補助金 35,224 救急医療施設運営費補助金 31,224

国保特別調整交付金（救
急患者受入体制）

3,700

国保保健事業補助金（健
康管理事業）

300

5 長期前受金戻入 68,669 65,551 3,118 1 長期前受金戻入 68,669 長期前受金戻入 68,669
6 資本費繰入収益 221,482 217,877 3,605 1 資本費繰入収益 221,482 一般会計繰入金（企業債元金） 221,482
8 その他医業外収益 8,100 8,100 0 1 その他医業外収益 7,500 建物賃貸料 120

職員住宅家賃 1,680
公衆電話・乾燥機使用料 40
自動販売機使用料 630
保険料事務手数料 480
各実習受入謝金 1,140
その他 3,410

2 院内保育料 600 病児・病後児保育給食負担金 600
3 63,700 64,700 △ 1,000

1 訪問看護収益 63,000 64,000 △ 1,000 1 訪問看護収益 63,000 医療保険分 23,000
介護保険分 40,000

2 その他事業収益 700 700 0 2 その他事業収益 700 文書料・燃料代他 700
4 3,300 3,370 △ 70

1 居宅介護支援収益 3,300 3,370 △ 70 1 居宅介護支援収益 3,300 居宅介護支援収入 3,300
5 特別利益 35,287 58,840 △ 23,553

2 過年度損益修正益 35,287 58,840 △ 23,553 2 退職手当引当金戻入 35,287 退職手当引当金戻入 35,287

比較

付帯事業
訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ収益

付帯事業
居宅介護保
険ｾﾝﾀｰ収益

節
説　明

区　分
款　　項 目 本年度 前年度
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支　　出
(単位：千円)

金　額
1 4,377,526 4,028,300 349,226

1 医業費用 4,231,005 3,888,968 342,037
1 給与費 2,557,680 2,432,230 125,450 1 給料 1,148,580 事業管理者　　　　　1名 10,800

医　　　師　　　　 22名 164,800
看護師（正）　　　107名 392,730
医療技術員　　　　 91名 311,660
事務職員　　　　　 29名 109,560
技能労務職　　　　　9名 27,900
再任用職員　　　　　6名 16,710
会計年度任用職員　 60名 114,420
合計　　　　　　　325名 1,148,580

2 手当 644,680 扶養手当 20,900
住居手当 11,400
通勤手当 36,080
時間外勤務手当 64,190
児童手当 13,570
期末勤勉手当 280,110
特殊勤務手当 144,060
宿日直手当 24,720
夜間勤務手当 14,820
管理職手当 13,810
その他手当 21,020

3 賞与引当金繰入額 144,540 賞与引当金繰入 144,540
5 法定福利費 483,630 職員共済組合負担金 303,320

職員共済組合追加費用 14,530
退職手当組合負担金 144,590
雇用保険料・労災保険 2,950
社会保険料 18,240

6 法定福利費引当
金繰入額

28,250 法定福利費引当金繰入額 28,250

7 報酬 108,000 非常勤嘱託医師に係る報酬 108,000
2 材料費 610,700 491,710 118,990 1 薬品費 185,000 内服・外用薬 37,500

注射薬 142,500
血液 5,000

病院事業費用

比較
節

款　　項 目 本年度 前年度 説　明
区　分
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(単位：千円)

金　額
2 診療材料費 422,700 診療材料（一般） 147,700

診療材料（整形関連） 268,000
診療材料（歯科関連） 3,000
医療ガス 4,000

4 医療消耗備品費 3,000 各診療科医療消耗器具 3,000
3 経費 738,480 650,660 87,820 1 厚生福利費 4,900 職員団体生命共済負担金 600

総合健診負担金（共済組合） 3,700
B型肝炎予防接種ほか 500
特定健診負担金 100

3 旅費交通費 11,000 赴任・帰任旅費 730
嘱託・招聘医師旅費 9,600
職員一般旅費 240
その他 430

4 職員被服費 570 医師・技術職・事務職員等 570
5 消耗品費 26,590 一般消耗品・事務用品等 26,590
6 消耗備品費 6,280 事務・管理用具等 6,280
7 光熱水費 93,580 電気料 86,020

上下水道使用料 7,560
8 燃料費 14,190 A重油燃料 10,000

公用車ガソリン代等 4,190
9 食糧費 300 食糧費 300
10 印刷製本費 3,210 各種伝票・広報紙印刷代他 3,210
11 修繕料 58,430 施設設備・医療機器の修理他 58,430
14 保険料 4,060 病院賠償責任保険料 2,950

建物災害共済 350
公有車共済保険 300
公有車自賠責保険 100
その他 360

15 賃借料 55,180 在宅酸素ほか 17,160
医療機器リース 4,300
診察衣・検診衣他 7,500
基準寝具 11,050
図書（電子書籍） 2,950
派遣看護師宿舎賃料 1,220
その他 11,000

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分
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(単位：千円)

金　額
16 委託料 448,300 医療情報システム保守料 58,200

レントゲン装置保守料 35,270
遠隔画像診断管理 14,000
外注検査委託料 14,020
歯科技工委託料 4,250
院内清掃業務委託料 31,700
廃棄物処理業務委託料 4,000
施設・設備管理業務委託料 32,000
当直警備業務委託料 20,400
栄養科業務委託料 138,000
障害者雇用業務委託料 6,000
派遣看護師等業務委託料 62,000
その他 28,460

17 通信運搬費 7,260 郵送料 2,040
電話料（携帯電話含む） 4,130
インターネット利用経費 570
その他 520

18 諸会費 2,380 医師会・全自病他会費及び負担金 2,380
19 交際費 1,000 管理者交際費 1,000
20 雑費 1,250 各種手数料ほか 1,250

4 減価償却費 317,105 307,628 9,477 1 建物減価償却費 116,308 建物減価償却費 116,308
2 構築物減価償却
費

4,536 構築物減価償却費 4,536

3 器械備品減価償
却費

73,380 器械備品減価償却費 73,380

4 車両減価償却費 616 車両減価償却費 616
6 水道加入権減価
償却費

30 水道加入権減価償却費 30

7 システム開発費
減価償却費

122,235 システム開発費減価償却費 122,235

5 資産減耗費 400 350 50 2 たな卸資産減耗費 400 たな卸資産減耗費 400
6 研究研修費 6,640 6,390 250 1 謝金 100 講師等の謝礼（接遇・研修等） 100

3 旅費 3,200 職員の研修に係る旅費 3,200
4 研究雑費 3,340 各研修会・学会に係る参加費等 3,340

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分
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(単位：千円)

金　額
2 医業外費用 52,531 56,652 △ 4,121

1 支払利息及び企
業債取扱諸費

23,501 28,652 △ 5,151 1 企業債利息 23,501 企業債償還に係る利息 23,501

4 その他医業外費 1,000 1,000 0 1 その他医業外費用 1,000 その他医業外費用 1,000
5 消費税 14,000 12,000 2,000 1 公課費 14,000 消費税ほか公課費 14,000
6 雑支出 14,030 15,000 △ 970 1 その他雑支出 14,030 4条資本的支出に係る消費税 14,030

3 74,630 63,730 10,900

1 給与費 74,630 63,730 10,900 1 給料 38,440 事務1名・看護師4名（兼務） 18,570
理学療法士2名・作業療法士2名 14,010
会計年度任用職員4名 5,860

2 手当 15,820 期末勤勉手当 9,070
通勤手当他 6,750

3 賞与引当金繰入額 4,620 賞与引当金繰入額 4,620
4 法定福利費 14,830 職員共済組合 8,680

共済追加費用 420
退職手当組合負担金 4,300
社会保険料ほか 1,430

5 法定福利費引当
金繰入額

920 法定福利費引当金繰入額 920

4 9,360 8,950 410

1 給与費 9,360 8,950 410 1 給料 4,400 看護師1名兼務 4,400
2 手当 2,320 期末勤勉手当 1,200

通勤手当他 1,120
3 賞与引当金繰入額 610 賞与引当金繰入額 610
4 法定福利費 1,910 職員共済組合 1,310

退職手当組合負担金ほか 600
5 法定福利費引当
金繰入額

120 法定福利費引当金繰入額 120

6 予備費 10,000 10,000 0
1 予備費 10,000 10,000 0 1 予備費 10,000

款　　項 比較目 本年度 前年度
節

説　明
区　分

付帯事業
訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ費用

付帯事業
居宅介護保
険ｾﾝﾀｰ費用
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資本的収入及び支出
収　　入

(単位：千円)

金　額
1 126,150 135,200 △ 9,050

1 企業債 123,400 135,200 △ 11,800
1 企業債 123,400 135,200 △ 11,800 1 企業債 123,400 病院事業債 61,700

過疎対策事業債 61,700
4 他会計補助金 2,750 0 2,750

1 他会計補助金 2,750 0 2,750 1 他会計補助金 2,750 国保調整交付金 2,750
支　　出

(単位：千円)

金　額
1 550,982 563,436 △ 12,454

1 建設改良費 154,330 165,266 △ 10,936
1 建物建設費 0 75,900 △ 75,900
2 器械備品購入費 123,460 60,450 63,010 1 器械備品購入費 123,460 医療機器等購入費 123,460
3 車両購入費 3,080 3,520 △ 440 1 車両購入費 3,080 公用車購入費 3,080
4 システム開発費 27,790 25,396 2,394 1 システム開発費 27,790 システム改修費 27,790

2  企業債償還金 391,652 393,170 △ 1,518
1 企業債償還金 391,652 393,170 △ 1,518 1 企業債償還金 391,652 企業債償還元金 391,652

3 予備費 5,000 5,000 0
1 予備費 5,000 5,000 0 1 予備費 5,000 予備費 5,000

区　分

比較
節

本年度 前年度

本年度 前年度

説　明

説　明比較
節

区　分
資本的支出

款　　項 目

資本的収入

款　　項 目

- 32 -

- 32 -


	17-00表紙（市民病院事業会計）
	17-01議案（市民病院事業会計）p1~p4
	17-02-目次（市民病院）
	17-03実施計画（市民病院事業会計）p5~p7
	17-04キャッシュフロー計算書（市民病院事業会計）p8~p9
	17-05給与費明細書（市民病院事業会計）p10~p13
	17-06債務負担行為（市民病院事業会計）p14
	17-07予定貸借対照表（市民病院事業会計）p15~p17
	17-08前年度損益計算書（市民病院事業会計）p18~p19
	17-09前年度貸借対照表（市民病院事業会計）p20~p22
	17-10注記（市民病院事業会計）ｐ23~p24
	17-11実施計画明細書（市民病院事業会計）p25~p32



